
＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

大規模地震による津波やゼロメートル地帯の高潮
等に対し、沿岸域における安全性向上を図る津波・
高潮対策を推進します。また、大規模地震が想定さ
れる地域等における海岸堤防等の耐震対策を推進し
ます。
「予防保全型の維持管理」への転換に向けて、老

朽化が進行した海岸堤防等の修繕・更新を推進しま
す。

＜対象事業＞
１．海岸保全施設整備事業（直轄）
２．海岸保全施設整備事業（補助）

○老朽化が進行した施設を修繕・更
新し、安全性を確保
事後保全段階の海岸堤防等の修繕・更

新を実施することで、背後地域の安全性を持
続的に確保するとともに、予防保全型維持管
理への転換を図り、施設のライフサイクルコスト
を低減する。
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＜対策のポイント＞
気候変動に伴い、津波・高潮等の災害リスクが高まることが懸念される中、巨大地震による津波やゼロメートル地帯の高潮等に対し、沿岸域における安全性
向上を図る津波・高潮対策を実施します。また、大規模地震が想定されている地域等において、海岸堤防等の耐震対策を実施します。さらに、「予防保全型の
維持管理」への転換に向けて、事後保全段階の海岸堤防等において機能の回復を図り、修繕・更新を実施します。

＜政策目標＞
気候変動を踏まえた高潮・津波に対応した海岸堤防等の整備完了率（51%［令和５年度］→58％［令和12年度まで］）

＜事業の流れ＞

都道府県、市町村
2/3、1/2等

［お問い合わせ先］農村振興局防災課（03-6744-2199）、水産庁防災漁村課（03-3502-5304）

国

○津波・高潮対策の実施により、沿
岸域の安全・安心を確保
巨大地震による津波や海抜ゼロメートル地

帯の高潮・高波など災害リスクが高く、官公
署・病院・重要交通等が存在する沿岸域にお
いて、既往最大クラスの高潮等に対応した海
岸堤防等の整備を促進し、災害リスクを軽減
する。

老朽化対策

海岸保全施設の整備により、災害のリスクを軽減

更なる高潮・高波対策が必要な海岸

流域治水対策（海岸）

護岸の補修

護岸の補修

○耐震対策の実施により、大規模地
震・津波のリスクを軽減
大規模地震が想定されている地域等におい
て、海岸堤防等の耐震対策を促進することで、
災害リスクを軽減する。

耐震対策

耐震対策（鋼管杭による施工）

耐震対策（地盤改良による施工）

コンクリート劣化・鉄筋露出

護岸が損傷

（２の事業）

※１の事業は、直轄で実施（国費率2/3）

令和７年度補正予算額 2,785百万円
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